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1. はじめに 

 土構造物に発生する引張亀裂の多くは引張応力に起因し，地盤工学的及び環境的観点から重大な

影響を及ぼす 1)．したがって，引張応力の定量的な評価は重要であるが，低引張強度である土に対

して直接的に引張を与える試験方法は十分に確立されていない．既往の直接引張試験方法 2)は，専

用の型枠に適した供試体形状を用いる必要があり，現状主流とされる間接引張試も含めて，自然な

引張破壊挙動を捉えることは難しい． 

これまでに私たちは円柱形状の供試体に対して真空圧を利用した直接引張試験方法に関する検

討 3)を行い，様々な作製方法の供試体に対して適用が可能であることが示された．本研究では，当

該試験方法の実用化に向けた基礎的な検討として，試験条件を変更に伴う試験結果への影響から再

現性を確保するために必要な試験条件の検討を行う．さらに，検討した試験条件のもとで試供試体

性状が引張強度特性に与える影響を検討すると共に，既往研究で示された他試験における引張強度

特性と比較を行う． 

 

2. 試験方法及び検討事項 

2.1 試験概要及び試験手順(検討事項 1：試験条件が与える影響) 

 図 1に本試験機の概略図と設置状態の供試体を

示す．本試験機は三軸試験機の加圧版（ポーラス

ストーンを内蔵したキャップ及びペデスタル）に

真空供給機構を備えたものである．供試体にメン

ブレンを被覆し，その内部に真空圧を作用させる

こと，真空状態が形成され，供試体とメンブレン

が密着し，メンブレンは引張力を与える型枠とし

て機能する．これにより，供試体は円柱形状を保

持したまま引張力を受けることができる． 

試験手順は繰り返し実施した検討結果に基づき，

最も安定した結果が得られると予想される条件を

基本条件としている．まず，供試体設置として，

供試体をペデスタル上に設置し，圧縮側に 6N(約

3kPa)の荷重を作用させる．そして，メンブレンを

20mm@2 で被覆し，供試体端部とキャップを密

着．その後，真空レギュレーターにより 50～60kPa

の真空圧を手動で載荷．そして，1.08mm/min で単

調載荷を行い，引張応力を測定する． 
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図 1 直接引張試験機の概略図 
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 mm/min 

メンブレン

  の  

  接   

 N  (kPa)

被覆長さ

 mm 

    

 kPa 

1.08    6(3)20@250  条件

1.08    6(3)20@230/ 0/60   

1.08    6(3)10@2 30@250   

1.08    2(1)/10(5)2050   

1.08    2(1)2050   

0.0 /2.3     6(3)2050   

表 1 試験条件の  項目 



 また，試験条件が与える影響の検討として，結果に影響を与える可能性がある要素を 5つ選定し，

最適な条件を設定することで基本条件の策定を行った．表 1に検討した試験条件の一覧を示す．な

お、本稿では真空圧力（比較①）及びメンブレンの被覆長さ（比較②）について検討を行う． 

 

2.2 供試体作製方法(検討事項 2：供試体性 が与える影響)  

本研究では笠岡粘土と水を混ぜ合わせたスラリ

ー(含水比約 63%)を，φ150mm の鋼製モールド内

で段階的に圧密し，直径 50mm，高さ 80mm に成

型した一次元圧密試料を使用した．また，供試体

性状が与える影響の条件の検討として，供試体性

状を調整するために，圧密時に設定する真空圧の

差圧 (DP)を基本条件の 250kPa の他 150kPa，

350kPa， 00kPaに設定して供試体を作製した．各

作製条件における供試体物性値の一例を表 2 に示

す．また，DP150 においては，通常の質量で作製

した供試体(DP150-1)とスラリー作製の際に質量

を調整して作製した供試体(DP150-2)に分けて試

験を実施した． 

 

3. 試験結果 

3.1 試験条件が与える影響の検討 

 図 2に基本条件として真空圧力 50kPa，比較対象として真空圧力 30，60kPa での試験結果と破壊

面の例を示す．真空圧力 30kPa のケースにおいて，軸応力 30kPa 付近で停滞した後に破断する挙

動を示した．また，真空圧力 30 kPa のケースを除くと，軸応力はいずれも 35 kPa 付近で収束する

傾向を示した．一方で，真空圧力 30 kPa の場合には，軸応力の増加が停滞する挙動が確認された．

このことから，供試体の引張強度が作用させた真空圧力を上回る場合には，設定した真空圧力以上

の荷重は供試体に作用せず，結果として持続荷重により破壊に至っている可能性がある．そのため，

本来の引張強度を適切に評価できないと考えられる．以上より，作用させる真空圧力は供試体の引

張強度を十分に上回る値に設定する必要があるといえる． 

図 3 に基本条件としてメンブレン被覆長さ 20mm@2，比較対象として被覆長さ 10mm@2，

30mm@2 での試験結果と破壊面の例を示す．図   より，被覆長さ 10mm のケースでは，他のケー

スに比べると引張強度が低下し，荷重変形特性のばらつきがみられた．一方，30mm のケースは，

基本条件と同様の傾向を示した．以上の結果から，供試体高さ 80mm に対して被覆長さ 20mm 以

上再現性のある試験条件だといえる．また，被覆長さが過度に短い場合は真空圧力の作用範囲が減

少し，引張能力が低下することが考えられる． 

また，本検討に用いた供試体 33 本の内，約 8 割が図 2 に示した破壊面の例のように供試体中央

部付近に破壊面を形成した．このことから，本試験方法は特殊な供試体形状を使用せずに安定した

破壊挙動を可能にしたといえる． 

表 2 供試体の物性値 



 

3.2 供試体性 が与える影響の検討 

 図 4に各供試体における直接引張試験の結果と破壊面の例を示す．DP250 の試験結果と比較して

DP150 は低い引張強度を示した．また，全体的に延性的な荷重変形特性を示した．特に DP150-1 で

は，他の供試体と比べて，破壊に至るまでの軸ひずみが非常に大きく破壊後も延性挙動を示した．

DP350 及び DP 00 においては引張強度が増加し，ピーク強度取得後は他の供試体よりも脆性的な

荷重変形特性を示した．これは，供試体性状の変化によるピーク強度増加に伴う,亀裂発生時の応力

開放によるものと考えられる． 

図 5には，本試験で得られた笠岡粘土の乾燥密度と引張強度の関係及び Nahlawi ら 2)が行った，

玄武岩質粘土供試体及びwilsonら  )が行ったカオリナイトに対する直接引張試験で得られたと乾燥

密度と引張強度の関係を示す笠岡粘土においては，乾燥密度増加に伴い引張強度が増加する傾向示

した．他の材料においても同様の傾向を示した．材料ごとの物性値が力学的パラメータ与える影響

を調査することで，相対的な力学的特性の検討が可能になった． 

   

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

        

 
 
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 

                

                    

 
 
 
 
 

    

図 2   ①：    の変更 図 3   ②：メンブレン被覆長さの変更 

   

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

        

 
 
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 

                

                   

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

        

 
 
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 

                

                       
              

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

   

   

   

                                 

 
 
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 

                  

            

                            

         

                    

                              

図 4 供試体性 と 重変形特性の   図 5 乾燥密度と直接引張強度の関係 2)4) 



4. まとめ 

試験条件の検討を行った結果，真空圧力は，供試体の強度よりも高く設定することが有効であり，

適切な圧力範囲が存在することが確認された．メンブレンの被覆長さについては，供試体高さ 80mm

に対して 20mm以上の被覆長さを確保することで安定した結果が得られた．キャップと供試体の接

着確認については，6N の条件で再現性のある結果が得られ，過小では接着不良を引き起こすこと

が確認された．また，メンブレン端部については，捲いた状態の方が再現性のある結果を示し，端

部の処理が試験結果に影響を与えることが確認された．さらに，載荷速度については，1mm/min 程

度の条件において再現性のある結果が得られた．そして，試験の内約 8 割が供試体中央部に破壊面

を形成し，安定した破壊挙動を示した． 

供試体性状が引張強度特性に与える影響の検討を行った結果，試験の結果から供試体性状の変化

により，直接引張強度及び荷重変形特性に影響が確認された．特に、引張強度が高い供試体ほど脆

性的な荷重変形特性を示した．また，乾燥密度の増加に応じて，直接引張強度は増加する傾向が確

認された．他の既往研究と比較しても，逸脱することもなく同様な傾向を示したため，試験方法の

妥当性を確認できた． 

今後の展望として，引張力載荷時における地盤材料の亀裂進展特性をより詳細に解明することが

重要である．特に，局所的な応力変化や時系列に伴う亀裂進展挙動を把握するためには，供試体表

面の変形挙動を定量的に評価できる手法の導入が有効であると考えられる．具体的には，DIC解析

を用いてひずみ分布を可視化・解析することにより，亀裂の発生位置および進展過程と応力状態と

の関係について調査を行う． 

また，本研究で対象とした笠岡粘土に加え，他種類の粘土や砂を用いた供試体についても試験を

実施し，材料物性の差異が荷重–変形特性および引張強度に及ぼす影響を体系的に整理する必要が

ある．特に，含水比の変化に伴う引張強度の変動は材料特性に強く依存すると考えられることから，

多様な材料に関する実験データを蓄積し，物性値に応じた引張強度の変化傾向と他の力学パラメー

タとの関連性を総合的に検討することが求められる．さらに，間接引張試験では正確な評価が困難

とされる高含水比供試体に対して本試験法を適用し，その妥当性を検証することで，試験適用範囲

の明確化および既往試験法との差別化を図る必要がある． 
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